
人口減少対策要因分析：ロジックツリー

１ 趣旨

人口減少対策は総合政策であり、総合計画でもＥＢＰＭ、根拠に基づく政策立案
の推進が求められていることから、４月に新設したＷＧにおいて、「ロジックツ
リー」を活用した要因分析を行うこととした。

２ 検討状況

自然増減、社会増減、そして人口減少への適応に関する検討を３つの検討部会で
進めており、現在の状況を次ページ以降のとおりまとめている。

４月２６日（金）：第１回ふくしま創生・人口減少危機対策ワーキンググループ
５月１３日（月）：社会減対策検討部会
５月１４日（火）：自然減対策検討部会
５月１５日（水）：人口減少下のあり方検討部会
５月２１日（火）：第２回ふくしま創生・人口減少危機対策ワーキンググループ

3 今後の流れ

今後も、ＷＧでの議論を深めていくとともに、各アンケート調査やヒアリング等
の結果を踏まえ、内容を修正（ブラッシュアップ）する。

資料２
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人口減少対策要因分析：ロジックツリー（自然増減）

自然増減

婚姻件数の減少

女性数の減少

合計特殊出生率の低下
（少子化）

出生数

夫婦が生む子ども数の
減（有配偶出生率）

※有配偶女性人口千対

未婚化、晩婚化の進行

出会いの少なさ（男女比のアンバランス）

経済的な不安

晩産化、第二子、第三子の壁

妊娠に向けた障壁

仕事と子育ての両立の難しさ

経済的な負担感

仕事に支障を来すことへの不安

女性・若者をひきつけるまち・
地域づくりを進める

妊娠・出産・子育て支援を進め
る

子育てと仕事を両立できる環境
づくりを進める

若者・女性があこがれる、稼げ
る仕事づくりを進める

出会い・結婚支援を進める

（対策の方向性）（考えられる要因）

・結婚意向がある

・結婚意向がない

・子供を持つ選択をしない

・1人目が持てない

・２人目以降が持てない

心理的・肉体的負担

高齢化の進展に伴う高齢者数の増加 健康づくりを進める
（健康寿命の延伸等）

死亡数

娯楽や生活インフラが充実する都市へのあ
こがれ

地域の古い慣習への抵抗感

1,690 (2000) 
→△17,685

(2022)

20,332 → 9,709
(2000) (2022)

1.65  →  1.27
(2000)    (2022)

12,455 → 6,088
(2000)     (2022)

職場や地域における固定的性別
役割分担意識の解消を進める

２

＜ポイント＞
出生数・婚姻数の減少が継続しており、いずれもこの２０年間でおよそ半減している状況。
若年女性の流出傾向の継続が、婚姻件数の減少、そして出生数の減少に影響しているものと考えられる。
出会い、結婚、妊娠、出産、子育てまで切れ目のない支援と、雇用の創出など社会減対策を一体で取り
組む必要。

※継続的にブラッシュアップ

若い女性の首都圏への
転出

18,642 → 27,394
(2000) (2022)

75.5  →  72.1
(2000)   (2020)

1,089,148(2000)
→ 906,460(2022)

転出数（15～24歳・女）
5,579（2022）

（転出先内訳）
首都圏 2,946（53%）
宮城県 918（16%）
その他 1,715（31％）



人口減少対策要因分析：ロジックツリー（社会増減）

社会増減

ＵＩＪターン、
移住者の増加

進学期の転出超過

進学先の少なさ（県外進学）

娯楽や生活インフラが充実する都市へのあこ
がれ

働く場所の少なさ、給料の低さ

地域の優良企業が知らされていない（地域を
知らないまま県外転出、情報なし）

地方の暮らしへの不安

子どもの教育環境（学力）への不安 魅力ある教育環境づくりを進める

（対策の方向性）（考えられる要因）

時代の変化に合わない硬直的な働き方

就職期の転出超過

県内企業の情報発信やインターン
シップなど知る機会の創出を進める

女性・若者にとって魅力ある職種の
集積、活躍の場の確保を進める

住みたい、訪れたいと思える魅力あ
るまちづくりを進める

多様な働き方の導入を進める

まちの魅力の乏しさ

観光交流のさらなる拡大を進める

地域の古い慣習への抵抗感 ジェンダーギャップを解消する

△3,412→△6,926
(2000)   (2023)

社会増減（15～24歳）
△4,569  (2023)
※全国ワースト6位

社会増減（15～24歳・男）
△1,927  (2023)
※全国ワースト9位

社会増減（15～24歳・女）
△2,642 (2023)
※全国ワースト4位

交通インフラを充実させる

快適な住まいの提供を進める

生活インフラ（買い物、病院等）を
充実させる

固定的な性別役割分担意識や性別によるアン
コンシャス・バイアス（無意識の思い込み）
の存在

固定的な性別役割分担意識を解消す
る

アンコンシャスバイアス（無意識の
思い込み）を解消する

◎福島県の強み
・自然、歴史、伝統文化
・首都圏からの好アクセス
・復興（チャレンジが可能） 等

ふくしまぐらし（移住）を推進する

関係人口の創出・拡大を進める

＜ポイント＞
進学期、就職期の若者の転出超過が続いており、特に男性より女性の流出が多い状況が課題。
働く場所の少なさや地域企業が知られていないこと、地域の古い習慣への抵抗感等も原因と推察。
若者にとって魅力ある企業の情報発信と雇用の創出、職場づくりやジェンダーギャップ解消、移住・定
住の促進等が必要。

※継続的にブラッシュアップ

子どもの頃からのふるさとへの愛着
形成を進める

３
557   →  2,832

(2018)     (2022)



人口減少対策要因分析：ロジックツリー（人口減少社会への適応）

総人口の減少
労働供給の量・質の
確保

人口規模にふさわし
い社会システムの構
築

労働生産性の向上

多様な労働者
(高齢者、女性、長期無業者、障がい者等)

副業・兼業

外国人材

デジタル（DX）

賃金向上

２０５０年カーボンニュートラル

公共インフラ（水道、消防など）

まちづくり（コンパクトシティ、空き家）

国土強靱化を進める

外国人が暮らしやすい・働きや
すい環境づくりを進める

時代の潮流に応じた産業構造の
転換を進める

外国人材の活用を進める

働きたい全ての県民の就労支援
を進める

（対応の方向性）

経済的構造の質的な
強化

医療・福祉・介護

行政サービス（学校・公共施設）・組織

公共交通

人口規模にふさわしい社会シス
テムの検討を進める

・地域集落の運営
・地域公共交通の維持
・物流の効率化
・医療福祉介護提供体制の確保
・学校と地域の連携・協働

等

ロボット・ＡＩ

デジタルやロボットを活用し、
生産性向上を進める

生産年齢人口の減少
による人手不足

（必要な観点）

2,135,907 
(2000) 
→1,761,853

(2024)

生産年齢人口
（15～64歳）
1,366,458   
(2000) 
→962,382

(2024)

副業・兼業を促進する

＜ポイント＞
本県総人口の減少は２６年継続しており、今後の将来人口推計からも人口減少は継続する。
人口減少が続く中で、あらゆる分野における人手不足への対応、労働生産性向上に取り組むことが重要。
さらに、時代潮流に応じた経済構造の転換、人口規模にふさわしい社会システムを検討することも必要。

物流

地域コミュニティ

※継続的にブラッシュアップ
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